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ま  え  が  き 

 

 県は、県民の皆さんに、最近の財政状況を通して県政の動きをお知らせし、

豊かで住みよい地域づくりに一層の御理解と御協力をいただくために、財政

状況を年２回公表しています。 

 今回は、令和３年度決算の状況及び令和４年４月 1 日から令和４年９月 30

日までの間における補正予算の状況をはじめ、収入支出の状況、県民の県税負

担の状況、県債・一時借入金の状況及び県有財産の状況についてお知らせする

ものです。 

 

 

 

 

令和４年 12月２６日 

茨城県知事 大井川 和彦 
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Ⅰ 令和３年度決算の概要 

１ 一般会計 

（１） 総括 

令和３年度は、新型コロナウイルス感染症対策と社会経済活動の両立に注力するとともに、未来へ

の投資につながる施策に積極果敢に挑戦するため、「活力があり、県民が日本一幸せな県」の実現を

目指し、「新しい豊かさ」、「新しい安心安全」、「新しい人財育成」、「新しい夢・希望」の４つのチャ

レンジをより一層推進し、本県の重要な課題に対応するための事業に取り組みました。 

新型コロナウイルス感染症拡大にスピード感を持って対応するため、８回の補正予算を編成したこ

とから、令和３年度の決算額は、歳入歳出ともに前年度を上回り、過去最大の規模となりました。 

なお、歳出決算額のうち新型コロナウイルス感染症関連事業は 2,433億円となっております。 

 

地方公共団体財政健全化法に基づく健全化判断比率は、いずれの比率も早期健全化基準未満となっ

ております。このうち、将来負担比率については、充当可能な財源（基金）の増や、土地売却の促進

などにより、172.8％（見込み）と前年度に比べ 24.1ポイント減少したところです。 

 

将来負担比率など財政状況を示す指標は改善の傾向にありますが、社会保障関係費等の義務的な経

費の増加などにより、本県の財政構造は、今後より一層硬直化していくことが見込まれます。 

引き続き、本県が飛躍していくために真に必要な事業に積極果敢に取り組みながら、施策の選択と

集中を徹底し、限られた財源の有効活用を図ることで、本県が将来にわたって発展していくための健

全な財政構造の確立に努める必要があります。 

 

【ポイント】 

◆令和３年度一般会計決算見込み 

○決算規模 

  ・歳 入：１兆４，６０５億円（＋６９８億円、＋５．０％） 
地方交付税の増、国庫支出金の増、県税※１の増 
  ※１：実質的県税ベース（県税、地方消費税清算金及び特別法人事業譲与税・自動車重量譲与

税の合計額）は、４，９８５億円と過去最高 
・歳 出：１兆４，２７６億円※２（＋７５８億円、＋５．６％） 
新型コロナウイルス感染症対策営業時間短縮要請協力金の増、感染症予防医療法施行事業費の増、 

カーボンニュートラル産業拠点創出推進基金積立金の増 
※２：新型コロナウイルス感染症関連事業(2,433億円)を除く歳出決算額は１兆 1,843 億円 

(＋327 億円、＋2.8％) 
 
○実質収支：２１６億円（△２４億円）  

    Ｈ28：69 億円、Ｈ29：65 億円、H30:69 億円、Ｒ元:68 億円、Ｒ２:240 億円 
 
○県債現在高：２兆１，３８９億円 （１６２億円、＋０．８％） 

    通常県債残高は増加（＋５７億円、＋０．５％） 
特例的県債残高は増加（＋１０６億円、＋１．１％） 
＊「通常県債」：公共投資に充てる県債や退職手当債など県の政策判断により発行をコントロールできる県債 

＊「特例的県債」：地方の財源不足を補うために、国の制度に基づき発行する特例的な県債（臨時財政対策債や減収補塡債など）  

 
◇地方公共団体財政健全化法に基づく健全化判断比率（見込み） 

    いずれも早期健全化基準に該当しない（基準については 9ページ参照）                    
○実質赤字比率、連結実質赤字比率：該当なし（R２：該当なし） 
○実質公債費比率：   9.2%（△ 0.3%） （R２：  9.5%、 34位、全国平均：  10.2%） 
○将 来 負 担 比 率： 172.8%（△24.1%）  （R２：196.9%、 21 位、全国平均：171.3%） 
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（２） 令和３年度一般会計決算の概要 

ア 決算収支 

令和３年度一般会計の決算額は、歳入総額 1兆4,605億26百万円、歳出総額1兆4,275億71百万円で、

前年度と比較すると、歳入においては 697億74百万円、5.0％の増、歳出においては 758億円 42百万円、

5.6％の増となっています。 
 

この結果、歳入歳出差引（形式収支）は、329億55百万円となりましたが、このうち令和４年度への繰越事

業の財源として113億57百万円を充当しましたので、令和３年度の収入と支出の実質的な差額である実質収

支は、215億98百万円の黒字となりました。 

 

 

＜令和３年度一般会計決算収支＞ 

（単位：百万円） 

区                   分 令和３年度 令和２年度 増減額 増減率 

歳 入 総 額  ( A ) 1,460,526 1,390,752 69,774 5.0% 

歳 出 総 額  ( B ) 1,427,571 1,351,729 75,842 5.6% 

歳入歳出差引  ( C ) = ( A ) - ( B ) 

（形式収支） 
32,955 39,023 △6,068 △15.5% 

翌年度に繰り越すべき財源（Ｄ） 11,357 14,991 △3,634 △24.2% 

実 質 収 支  ( E ) = ( C ) - ( D ) 21,598 24,032 △2,434  

＊ 実質収支＝歳入歳出差引－翌年度に繰り越すべき財源 

＊ 実質収支には、新型コロナウイルス感染症対策に係る国庫支出金の実績確定による国への返還額等 

（66億円）が含まれており、それを除いた実質収支は、150億円の黒字となります。 
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イ 歳入決算 

令和３年度の歳入決算額は、1兆 4,605億 26百万円で、前年度に比べ 5.0％の増となっています。 

歳入の主なものについては、以下のとおりです。 

 

①県税は、企業収益の増による法人事業税の増等により、160億11百万円、4.2％増の3,972億89百万円 

  なお、県税に、地方消費税清算金、特別法人事業譲与税、自動車重量譲与税を加えた実質的県税ベー

スでは、271億55百万円、5.8%増の 4,985億７百万円 

②地方交付税は、普通交付税の増等により、277億83百万円、14.5％増の 2,187億44百万円 

③国庫支出金は、新型コロナウイルス感染症対策に係る交付金の増等により、205億35百万円、7.4％増

の 2,965億 9百万円 

④繰入金は、中小企業事業資金特別会計からの繰入の減等により、69億21百万円、43.4％減の 

90億9百万円 

⑤諸収入は、中小企業融資資金貸付金に係る償還金の減等により、127億 74百万円、8.8％減の 

1,320億16百万円 

 

これらの結果、自主財源（県税、分担金、使用料など、県が自主的に収入しうる財源）は 7,401億 5１百万円

で、前年度に比べ 143億 80百万円、2.0％増加し、その構成比は歳入全体の 50.7％となります。これに対し、

依存財源（国庫支出金、地方交付税、県債など、国から定められた額を交付されたり、割り当てられたりする

収入）は 7,203億75百万円で、前年度に比べ 553億94百万円、8.3％増加し、その構成比は歳入全体の

49.3％になります。 

 

＜令和３年度一般会計歳入決算状況＞       表中「※」印は、自主財源 
         （単位：百万円） 

区           分 

令 和 ３ 年 度 

決 算 額 

（Ａ）  （シェア） 

令 和 ２ 年 度 

決 算 額 

（B）   （シェア） 

増 減 額 

(C)=(A)-(B) 

増 減 率 

(C)/(B) 

県 税 ※ 397,289（  27.2%） 381,278（  27.4%） 16,011 4.2% 

地 方 消 費 税 清 算 金 ※ 134,394（   9.2%） 123,496（   8.9%） 10,898 8.8% 

地 方 譲 与 税  50,284（   3.5%） 45,429（   3.3%） 4,855 10.7% 

地 方 特 例 交 付 金  2,127（   0.1%） 2,262（   0.2%） △135 △6.0% 

地 方 交 付 税  218,744（  15.0%） 190,961（  13.7%） 27,783 14.5% 

 

 

 

 

普 通 交 付 税 

特 別 交 付 税  

震災復興特別交付税 

 

 

 

215,364（  14.8%） 

1,836（   0.1%） 

1,544（   0.1%） 

178,771（  12.8%） 

2,528（   0.2%） 

9,662（   0.7%） 

36,593 

△692 

△8,118 

20.5% 

△27.4% 

△84.0% 

交通安全対策特別交付金  710（   0.0%） 745（   0.0%） △35 △4.7% 

分 担 金 及 び負 担 金 ※ 8,779（   0.6%） 9,017（   0.7%） △238 △2.6% 

使 用 料 及 び手 数 料 ※ 16,595（   1.2%） 16,967（   1.2%） △372 △2.2% 

国 庫 支 出 金  296,509（  20.3%） 275,974（  19.8%） 20,535 7.4% 

財 産 収 入 ※ 2,820（   0.2%） 2,525（   0.2%） 295 11.7% 

寄 附 金 ※ 226（   0.0%） 573（   0.0%） △347 △60.6% 

繰 入 金 ※ 9,009（   0.6%） 15,930（   1.2%） △6,921 △43.4% 

繰 越 金 ※ 39,023（   2.7%） 31,195（   2.2%） 7,828 25.1% 

諸 収 入 ※ 132,016（   9.0%） 144,790（  10.4%） △12,774 △8.8% 

県   債  152,001（  10.4%） 149,610（  10.8%） 2,391 1.6% 

計 1,460,526（ 100.0%） 1,390,752（ 100.0%） 69,774 5.0% 
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（参考１） 実質的県税の状況 

（単位：百万円） 

区           分 
令 和 ３ 年 度 

決 算 額 

（Ａ） 

令 和 ２ 年 度 

決 算 額 

（B） 

増 減 額 

(C)=(A)-(B) 

増 減 率 

(C)/(B) 

県 税 397,289 381,278 16,011 4.2% 

地 方 消 費 税 清 算 金 54,649 48,235 6,413 13.3% 

特別法人事業譲与税 46,240 41,514 4,726 11.4% 

自 動 車 重 量 譲 与 税 329 326 4 1.2% 

計 498,507 471,353 27,155 5.8% 

   ＊ 表示単位未満四捨五入の関係で、合計が一致しない場合がある 
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ウ 歳出決算 

令和３年度の歳出決算額は、1兆 4,275億 71百万円で、前年度に比べ 5.6％の増となっています。 

歳出の概要の款別（経費の目的・機能ごと）及び性質別（経費の性質・使途ごと）の主なものは、以下のとお

りです。 

(ア)歳出決算の款別（目的別）内訳 

歳出決算を款別（目的別）に分類してみると、最も構成比が高いのは保健福祉費で 21.4％、次いで教育費

18.9％、商工費13.4％となっています。 

主なものは、以下のとおりです。 

①総務費は、公共施設長寿命化等推進基金への積立金の増等により、217億26百万円、49.7％増の 

654億 50百万円 

②企画開発費は、カーボンニュートラル産業拠点創出推進基金への積立金の増等により、164億34百万

円、108.3％増の 316億11百万円 

③保健福祉費は、感染症予防医療法施行事業費の増等により、157億35百万円、5.4％増の 

3,054億71百万円 

④商工費は、新型コロナウイルス感染症対策営業時間短縮要請協力金の増等により、236億 38百万円、

14.1％増の 1,907億 12百万円 

⑤教育費は、高等学校特別教室・体育館空調整備事業費の増等により、29億47百万円、1.1％増の 

2,693億21百万円 

⑥諸支出金は、地方消費税清算金の増等により、149億23百万円、10.1％増の 1,630億88百万円 

 

＜令和３年度一般会計款別（目的別）歳出決算状況＞ 

（単位：百万円） 

区           分 
令 和 ３ 年 度 

決 算 額 

（Ａ）  （シェア） 

令 和 ２ 年 度 

決 算 額 

（B）   （シェア） 

増 減 額 

(C)=(A)-(B) 

増 減 率 

(C)/(B) 

議 会 費 1,558（  0.1%） 1,547（  0.1%） 11 0.7% 

総 務 費 65,450（  4.6%） 43,724（  3.2%） 21,726 49.7% 

企 画 開 発 費 31,611（  2.2%） 15,177（  1.1%） 16,434 108.3% 

生 活 環 境 費 11,361（  0.8%） 9,643（  0.7%） 1,718 17.8% 

保 健 福 祉 費 305,471（ 21.4%） 289,736（ 21.4%） 15,735 5.4% 

労 働 費 2,249（  0.2%） 2,168（  0.2%） 81 3.7% 

農 林 水 産 業 費 40,726（  2.8%） 45,193（  3.3%） △4,467 △9.9% 

商 工 費 190,712（ 13.4%） 167,074（ 12.4%） 23,638 14.1% 

土 木 費 138,658（  9.7%） 149,685（ 11.1%） △11,027 △7.4% 

警 察 費 62,625（  4.4%） 62,342（  4.6%） 283 0.5% 

教 育 費 269,321（ 18.9%） 266,374（ 19.7%） 2,947 1.1% 

災 害 復 旧 費 594（  0.0%） 6,190（  0.5%） △5,596 △90.4% 

公 債 費 144,147（ 10.1%） 144,711（ 10.7%） △564 △0.4% 

諸 支 出 金 163,088（ 11.4%） 148,165（ 11.0%） 14,923 10.1% 

計 1,427,571（100.0%） 1,351,729（100.0%） 75,842 5.6% 
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(イ)歳出決算の性質別内訳 

歳出は、性質別に「義務的経費」、「投資的経費」及び「その他の経費」に大きく分けることができます。 
義務的経費は、人件費、扶助費及び公債費の合計であり、令和３年度決算額は4,874億43百万円で、歳出

総額の 34.1％を占めています。投資的経費は、普通建設事業費及び災害復旧事業費などからなり、補助事

業費、単独事業費及び直轄事業負担金に分けられ、その合計は、1,724億27百万円で、12.1％を占めていま

す。その他の経費は、7,677億1百万円で、53.8％を占めています。 

主なものは、以下のとおりです。 

 

①義務的経費のうち人件費は、退職手当費の減等により、16億81百万円、0.5％減の 3,152億9百万円、

扶助費は、新型コロナウイルス感染症の検査費用等の公費負担の増等により、29億 73百万円、11.7％

増の 284億 31百万円 
 

②投資的経費は、地方道路整備費の減等による補助事業費の減、港湾直轄事業の減等による直轄事業

負担金の減等により、補助・単独・直轄合計で 177億43百万円、9.3％減の 1,724億27百万円 
 

③その他の経費のうち、出資・貸付金は、中小企業融資資金貸付金の減等により、174億77百万円、

14.8％減の 1,006億 58百万円、補助負担交付金は、新型コロナウイルス感染症の入院病床確保に係る

補助事業費や新型コロナウイルス感染症対策営業時間短縮要請協力金の増等により、456億84百万円、

10.1％増の5,002億42百万円、積立金は、カーボンニュートラル産業拠点創出推進基金の積立金の増等

により、497億62百万円、247.3％増の 698億 80百万円 

 

＜令和３年度一般会計性質別歳出決算状況＞ 

 （単位：百万円） 

   区         分 

令 和 ３ 年 度 

決 算 額 

（Ａ）  （シェア） 

令 和 ２ 年 度 

決 算 額 

（Ｂ）  （シェア） 

増減額 

(C)=(A)-(B) 

増減率 

(C)/(B) 

義 務 的 経 費 487,443（ 34.1%） 486,661（ 36.0%） 782 0.2% 

 

  人 件 費 315,209（ 22.0%） 316,890（ 23.4%） △1,681 △0.5% 

  扶 助 費 28,431（  2.0%） 25,458（  1.9%） 2,973 11.7% 

  公 債 費 143,803（ 10.1%） 144,313（ 10.7%） △510 △0.4% 

投 資 的 経 費 172,427（ 12.1%） 190,170（ 14.1%） △17,743 △9.3% 

  補 助 事 業 費 102,712（  7.2%） 119,820（  8.9%） △17,108 △14.3% 

 

 単 独 事 業 費 43,198（  3.0%） 40,246（  3.0%） 2,952 7.3% 

 直轄事業負担金 26,517（  1.9%） 30,104（  2.2%） △3,587 △11.9% 

そ の 他 の 経 費 767,701（ 53.8%） 674,898（ 49.9%） 92,803 13.8% 

 

  物 件 費 63,052（  4.4%） 47,706（  3.5%） 15,346 32.2% 

 出 資 ・ 貸 付 金 100,658（  7.1%） 118,135（  8.7%） △17,477 △14.8% 

 補助負担交付金 500,242（ 35.0%） 454,558（ 33.6%） 45,684 10.1% 

 積 立 金 69,880（  4.9%） 20,118（  1.5%） 49,762 247.3% 

 維 持 補 修 費 8,788（  0.6%） 9,128（  0.7%） △340 △3.7% 

 繰 出 金 25,081（  1.8%） 25,253（  1.9%） △172 △0.7% 

計 1,427,571（100.0%） 1,351,729（100.0%） 75,842 5.6% 
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エ 県債現在高 

県債現在高は、通常県債残高が 56億45百万円、0.5％増加し、特例的県債残高が 106億1百万円、1.1％
増加したことにより、162億 45百万円、0.8％増加しました。 
これは、通常県債については、国の「国土強靱(きょうじん)化のための５か年加速化対策」に伴う防災・減災

事業の増加によるもの、また、特例的県債については、臨時財政対策債の発行増などによるものです。 
持続可能で健全な財政構造を確立するため、今後も、公共投資の重点化・効率化などを図ることにより、県

債の新規発行額を適切にコントロールし、県債残高（国の地方財政対策による特例的県債を除く）の縮減に取
り組んでいきます。 

（単位：百万円） 

区          分 令和３年度 令和２年度 増減額 増減率 

県 債 現 在 高 2,138,929 2,122,684 16,245 0.8% 

 通常県債現在高 1,143,355 1,137,710 5,645 0.5% 

特例的県債現在高 995,575 984,974 10,601 1.1% 

＊ 「通常県債」：公共投資に充てる県債や退職手当債など県の政策判断により発行をコントロールできる県債 

＊ 「特例的県債」：地方の財源不足を補うために、国の制度に基づき発行する特例的な県債（臨時財政対策債や、減収補塡債など） 
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 ２ 特 別 会 計 

特別会計は、特定の事業を行う場合その他特定の収入をもって特定の歳出に充てる場合で、一般会計と区別して経

理する必要があるものについて設置しています。 

会計別の令和３年度決算の状況は、次表のとおりです。 

 

＜令和３年度特別会計決算状況＞ 

（単位：百万円） 

会 計 名 予  算  額 
歳入決算額 

(A) 

歳出決算額 

(B) 

歳入歳出 

差 引 額 

(A)－(B) 

令和２年度 

歳出決算額 

(C) 

伸 率 

((B)／(C)) 

           ％ 

競 輪 事 業 20,184 20,779 20,133 646 13,694 147.0 

公 債 管 理 147,164 147,119 147,119 - 185,376 79.4 

市町村振興資金 1,891 1,891 1,299 592 740 175.5 

鹿 島 臨 海 工 業 

地 帯 造 成 事 業 
3,757 4,922 3,218 1,704 4,013 80.2 

母子・父子・寡婦 

福 祉 資 金 
227 231 69 162 100 69.0 

県 立 医 療 大 学 

付 属 病 院 
2,994 2,996 2,963 33 2,958 100.2 

中小企業事業資金 646 644 500 144 30,482 1.6 

農 業 改 良 資 金 423 424 69 355 62 111.3 

林業・木材産業 

改 善 資 金 
154 154 0 154 0 100.0 

沿岸漁業改善資金 340 340 0 340 1 313.5 

公共用地先行取得

事 業 
－ － － － － － 

国民健康保険事業 264,035 261,283 253,867 7,416 245,079 103.6 

港 湾 事 業 11,310 11,163 10,620 543 11,474 92.6 

都 市 計 画 事 業 

土地区画整理事業 
22,156 28,302 20,686 7,616 65,607 31.5 

計 581,715 480,248 460,543 19,705 559,586 82.3 
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 ３ 企 業 会 計 

  地方公営企業法を適用し、いわゆる企業会計方式により県が経営している事業は、病院事業、水道事業、工業用水道事

業、地域振興事業、鹿島臨海都市計画下水道事業、流域下水道事業の 6事業です。企業会計には経常的な経営活動を示す

もの（収益的収支及び支出）及び建設改良事業等の資本的な収支を示すもの（資本的収入及び支出）があります。 

  企業会計の令和３年度決算の状況は、次表のとおりです。 

 

＜令和３年度企業会計決算状況＞ 

（単位：百万円，%） 

会  計  名 科   目 

令和２年度 

決 算 額 

(A) 

令和３年度 

決 算 額 

(B) 

伸  率 

((B)／(A)) 

病 院 事 業 

収 益 的 支 出 24,422 24,672 101.1 

資 本 的 支 出 3,334 3,843 115.3 

計 27,756 28,515 102.7 

水 道 事 業 

収 益 的 支 出 16,619 16,686 100.4 

資 本 的 支 出 11,582 9,395 81.1 

計 28,201 26,081 92.5 

工 業 用 水 道 事 業 

収 益 的 支 出 10,590 11,226 106.0 

資 本 的 支 出 8,709 7,666 88.0 

計 19,299 18,892 97.9 

地 域 振 興 事 業 

収 益 的 支 出 51 925 1813.7 

資 本 的 支 出 11 7,263 66024.3 

計 62 8,188 13206.5 

鹿 島 臨 海 都 市 計 画 

下 水 道 事 業 

収 益 的 支 出 3,103 3,085 99.4 

資 本 的 支 出 1,918 1,525 79.5 

計 5,021 4,610 91.8 

流 域 下 水 道 事 業 

収 益 的 支 出 15,912 16,364 102.8 

資 本 的 支 出 7,114 6,959 97.8 

計 23,026 23,323 101.3 

計 

収 益 的 支 出 70,697 72,958 103.2 

資 本 的 支 出 32,668 36,651 112.2 

計 103,365 109,609 106.0 
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-1-  

４ 健全化判断比率及び資金不足比率 

（１） 健全化判断比率 

前年度に引き続き、４指標すべてにおいて早期健全化判断基準未満となっております。 

①実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、実質収支が赤字であった会計がないため、該当なしの見込 

みです。 

②実質公債費比率は、前年度から 0.3ポイント減の 9.2％となる見込みです。 

③将来負担比率は、充当可能な財源（基金）の増や、土地売却の促進などにより、前年度に比べ 24.1ポ

イント減少し、172.8％となる見込みです。 

 

（  ）：全国順位 

区              分 令和３年度 令和２年度 早期健全化基準 財政再生基準 

実 質 赤 字 比 率 － － 3.75% 5% 

連 結 実 質 赤 字 比 率 － － 8.75% 15% 

実 質 公 債 費 比 率 9.2%  9.5% (34位) 25% 35% 

将 来 負 担 比 率 172.8% 196.9% (21位) 400%  

 

（財政指標の年度別推移） ※全国平均は加重平均 

実質公債費比率                                                         （単位：％） 

区   分 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ R１ R２ R３＊ 

茨   城 14.1  13.9  13.3  12.1  11.0  10.2  9.8  9.6  9.5  9.2  

全国平均 13.7  13.5  13.1  12.7  11.9  11.4  10.9  10.5  10.2  (未公表) 

将来負担比率                                                           （単位：％） 

区   分 Ｈ２４ H２５ H２６ H２７ H２８ Ｈ２９ Ｈ３０ R１ R２ R３＊ 

茨   城 263.3  250.1  237.1  224.9  221.0  213.3  206.8  204.0  196.9  172.8  

全国平均 210.5  200.7  187.0  175.6  173.4  173.1  173.6  172.9  171.3  (未公表) 

 

（２） 資金不足比率 

前年度に引き続き、対象となる８つの公営企業会計すべてで資金不足は生じておりません。 

 

区              分 令和３年度＊ 令和２年度 経営健全化基準 財政再生基準 

資 金 不 足 比 率 － － 20%  

※対象となる公営企業会計 

      水道事業会計、工業用水道事業会計、病院事業会計、鹿島臨海都市計画下水道事業会計、地域振興事

業会計、流域下水道事業会計、港湾事業特別会計、都市計画事業土地区画整理事業特別会計 

 

実質赤字比率：一般会計等に係る実質赤字額の標準財政規模に対する比率（フロー指標） 
 

連結実質赤字比率：全会計に係る実質赤字額の標準財政規模に対する比率（フロー指標） 
 

実質公債費比率：一般会計等が負担する元利償還金等の標準財政規模に対する比率（フロー指標） 

［過去３年間の平均］ 
 

将来負担比率：公営企業、出資法人等を含めた、一般会計等が将来負担すべき実質的負債の標準財政規

模に対する比率（ストック指標） 
 

資金不足比率：公営企業会計ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率(フロー指標) 
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Ⅱ 令和４年度６月補正予算案の概要 

 

１ 基本的な考え方 

国のコロナ禍における「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」等に対応して、新型コロナウイ

ルス感染症の感染拡大防止や県内産業等への支援などの事業や、県政の課題等へ対応するために

必要な事業について、スピード感をもって計上するもの。 

 

２ 補正予算の規模 

（単位：百万円） 

区 分 
現計 

Ａ 

今回補正予算 

Ｂ 

補正後 計 

Ａ＋Ｂ 

一般会計 １，２８２，４７９ ９，９６９ １，２９２，４４８ 

  ・今回の補正予算に係る所要の一般財源については、一般財源基金からの繰入金を充当した。 

 

＜参考１＞ 一般財源基金の予算計上額等 （単位：百万円） 

繰 入 金 ６９ 

残  高 ８３，６２７ 

 

＜参考２＞ 新型コロナウイルス感染症対策予算の規模          （単位：百万円） 

区 分 
現計 

a 

今回補正予算 

b 

合計 

a＋b 

一般会計 １７５，８９８ ９，８０７ １８５，７０５ 

（注意）単位未満の四捨五入により、合計と各項目の足し上げが一致しない場合がある。 

 

３ 主な事業                      （単位：百万円） 

（１）新型コロナウイルス感染症対策                 ９，８０７ 

① 感染拡大防止策と医療提供体制の整備等            １，８０２ 

・ 介護施設等感染拡大防止事業                    １，８０２ 

(感染者、濃厚接触者が発生した介護施設等のかかり増し経費や施設内療養費用の支援) 

 

② 県内産業等への支援                     ８，００５ 

・ 営業時間短縮要請等関連事業者支援一時金              ２，７０３ 

(県の営業時間短縮要請等により影響を受けた事業者に対する一時金の支給) 

 11 



 
 

 

新 いばらきエネルギーシフト促進事業                 １，５９５ 

(再生可能エネルギーの導入のための設備整備を行う事業者への支援) 

・ 中小企業融資資金貸付金           【融資枠１０，０００】３，３３４ 

・ 中小企業信用保証料助成                        １１６ 

・ 新型コロナウイルス感染症対策利子補給事業               １５７ 

(物価高騰等の影響を受ける中小企業の新たなビジネスモデルへの転換を支援するための融資枠の拡充等) 

新 いばらきオーガニック生産拡大加速化事業                １００ 

(有機農業への転換を推進するための機械導入に対する支援等) 

 

（２）県政の課題等への対応                       １６２ 

新 地域循環型エネルギーシステム構築事業                  １２ 

(営農型太陽光発電のモデル的取組に対する支援) 

新 農業技術指導デジタル化推進事業                     ２４ 

(タブレット端末の導入などデジタル技術を活用した技術指導体制の構築) 

・ 家畜伝染病予防事業                          １２５ 

(４月に発生した豚熱に対する防疫措置及び経営再開に向けた当面の資金繰りに対する支援) 
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介護施設等感染拡大防止事業

【Ｒ4.6月補正予算額 1,802百万円】
福祉部長寿福祉課

介護保険指導・監査Ｇ（029-301-3343）

①オミクロン株流行による感染者急増に伴う施設等への補助増（1,588百万円）

事業予算を拡充 1,802百万円

P

感染者、濃厚接触者が発生した介護施設等に対し、サービスを継続するためのかかり増
し経費や、医療機関の負担軽減を図るための施設内療養費用を支援します。

②国の補助制度拡充（214百万円）
・1日あたりの施設内療養者数が小規模施設（定員29人以下）で2名以上、

大規模施設（定員30人以上）で5名以上となる場合、療養者1名につき
1万円/日を追加補助（上記と合わせて最大30万円）

・限度額：小規模施設…200万円、大規模施設…500万円
・期 間：R4.7月末日まで

感染者等が発生した介護施設等に対し、サービス継続に係るかかり増し経費及び施設内療養費を支援
・補 助 先：感染者・濃厚接触者が発生した施設及び施設内療養を行った入所施設等
・補 助 対 象：①消毒・清掃費用、割増賃金・手当、宿泊費等 ②衛生用品の購入費用等

③施設内療養に要する費用（1名につき15万円）等

令和4年1月～3月のまん延防止等重点措置等の影響を受け、売上が減少した事業者に対
して、事業者の売上高別に県独自の一時金を支給します。

営業時間短縮要請等関連事業者支援一時金

PP

【Ｒ4.6月補正予算額 2,703百万円】 産業戦略部中小企業課経営支援室 （029-301-3550）

支給対象

県内に本店又は主たる事業所を置く中小企業・個人事業者で、以下のいずれ
かに該当する者

(１)営業時間短縮要請に協力した飲食店等と直接取引がある事業者

(２)外出自粛要請により直接的な影響を受けた、主に対面で一般県民向けに

商品・サービスを提供する事業者

対 象 外 大企業、公共法人、政治団体 等

主な要件
令和4年1～3月のいずれかの月の売上が、令和3年・令和2年・平成31年のいず
れかの年の同月比で30％以上減少していること

支 給 額

1事業者あたり20万円～500万円（1回限り）

■3,000万円未満／年：20万円 ■3,000万円～1億円未満／年：30万円～90万円

■1億円～5億円未満／年：100万円～400万円 ■5億円以上／年：500万円
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いばらきエネルギーシフト促進事業（新規）

PP

【Ｒ4.6月補正予算額 1,595百万円】 県民生活環境部環境政策課地球温暖化対策Ｇ（029-301-2939）

○太陽光発電設備、蓄電池の導入支援

【事業内容】

・事業者が、県内事業所に太陽光発電設備、蓄電池を導入する際の経費の一部を補助

・再生可能エネルギーの導入促進による県内産業におけるエネルギーの転換

【 対 象 】

・全ての業種を対象として、県内に事業所を設置（又は設置予定）している事業者

【対象設備】

・太陽光発電設備、蓄電池

※原則、発電した電気を自家消費すること。

【補助金額（1,575百万円）】

※対象設備の導入に係る経費については、要件を満たした場合、県融資制度等の活用も可能（補助金分除く）

運送業
小売業

農業
製造業 医療

港湾

導入支援

県内産業におけるエネルギー転換

設備 補助額 補助上限

太陽光 12万円／kW １億2,000万円

蓄電池 ９万円／kWh
「太陽光発電設備が８h発電する電気を
蓄電できる容量」× ９万円/kWh

コロナ禍において原油価格等が高騰するなか、全ての業種を対象として再生可能エネルギー
の導入を促進し、事業者の負担軽減を図るとともに、県内産業におけるエネルギーの転換を
図ります。

コロナ禍において原油価格や物価高騰による影響を受ける中小企業者が新たなビジネス
モデルの転換に取り組む際の資金繰りを支援するため、新分野進出等支援融資の融資枠を
拡充するとともに、信用保証料補助や利子補給を実施します。

PP

産業戦略部産業政策課金融Ｇ（029-301-3530）

中小企業資金融資制度関連事業
(コロナ禍における原油価格・物価高騰対応分)

【Ｒ4.6月補正予算額 3,607百万円】

新分野進出等支援融資 預託額 3,334百万円

新 規 融 資 枠 150億円（100億円追加）

融 資 対 象 者
新たな事業分野への進出、事業や業態の転換、事業規模の拡大、海外への
事業展開に意欲的に挑戦する中小企業者

融 資 限 度 額 設備資金：１億円 運転資金：3,000万円

融 資 期 間 設備資金：10年(据置２年) 運転資金：５年(据置１年)

融 資 利 率 年1.3～1.6％

信用保証料率 1.71％以内

信用保証料補助 116百万円

５割補助(1.71％以内→0.855％以内)

利子補給 157百万円

３年間10割補給(年1.3～1.6％ → 0.0％)
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コロナ禍や肥料価格高騰等の状況下においても、本県農業の競争力を高めていくため、
従来型の農業から化学肥料・化学農薬を使用しない有機農業（オーガニック農業）への転
換を推進します。

いばらきオーガニック生産拡大加速化事業（新規）

２ 有機JAS認証取得に向けた支援（6百万円）
・補助対象：国際水準の有機農業を実施又は転換中で、今後も取り

組む意向の者
・補助内容：有機JAS認証取得のための手数料等の支援
・負担割合：定額

１ 機械・資材の導入等の支援（85百万円）
・補助対象：規模・生産拡大を志向する有機JAS認証取得者及び

新規取得予定者
・補助内容：有機農産物の生産拡大に向けた機械・資材の導入等
・負担割合：県1/2、事業主体1/2

農林水産部農業技術課生産環境Ｇ（029-301-3936）【Ｒ4.6月補正予算額 100百万円】

３ プロモーション等の実施（9百万円）
イメージアップ及び認知度向上を図るためのプロモーションの

実施と販路拡大のためのセールスツールの作成

豚熱発生農家に対し、国の手当金が交付されるまでの期間に必要となるつなぎ資金を無
利子で借入できる制度を創設し、発生農家の当面の資金繰りを支援します。

家畜伝染病予防事業
（うち豚熱経営対策緊急支援資金（新規））

農林水産部畜産課経営環境Ｇ（029-301-3988）【R4.6月補正予算額 1百万円】

県が利子を補給することで、豚熱発生農家が無利子で借入できる新たな融資制度を創設

＜資金の概要＞

・融資限度額：120百万円（国からの手当金等見込み額を参考に県が認める額）

・貸 付 利 率 ：無利子（県が利子補給）

・償還猶予期間：手当金の交付までの期間

令和４年度 ６月補正予算案
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４ 一般会計補正予算款別内訳（歳入） 

 

 

                                                 （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

(Ｂ) 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

県 税 ３９８，１１３  －  ３９８，１１３  

地 方 消 費 税 清 算 金 １３０，３２０  －  １３０，３２０  

地 方 譲 与 税 ５３，１６２  －  ５３，１６２  

地 方 特 例 交 付 金 ２，１００  －  ２，１００  

地 方 交 付 税 １９６，７３２  －  １９６，７３２  

交通安全対策特別交付金 ７５４  －  ７５４  

分 担 金 及 び 負 担 金 ８，３２０  －  ８，３２０  

使 用 料 及 び 手 数 料 １６，１８１  －  １６，１８１  

国 庫 支 出 金 ２１１，３７２  ４，７６４  ２１６，１３６  

財 産 収 入 ２，３３８  －  ２，３３８  

寄 附 金 １０４  －  １０４  

繰 入 金 ２１，２８９  １，８７１  ２３，１６０  

繰 越 金 ５，０００  －  ５，０００  

諸 収 入 １４１，８３５  ３，３３４  １４５，１６９  

県 債 ９４，８５９  －  ９４，８５９  

計 １，２８２，４７９  ９，９６９  １，２９２，４４８  
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 ５ 一般会計補正予算款別内訳（歳出）         

 

 

                                           （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

（Ｂ） 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

議 会 費 １，７０４  －  １，７０４  

総 務 費 ３８，３０２  －  ３８，３０２  

企 画 開 発 費 １１，０５９  －  １１，０５９  

生 活 環 境 費 １４，５４７  １，５９５  １６，１４２  

保 健 福 祉 費 ３００，０６４  １，８０２  ３０１，８６６  

労 働 費 ２，６４６  －  ２，６４６  

農 林 水 産 業 費 ４２，０４１  ２６２  ４２，３０３  

商 工 費 １４３，８８７  ６，３１０  １５０，１９７  

土 木 費 ９５，１９２  －  ９５，１９２  

警 察 費 ６２，３１６  －  ６２，３１６  

教 育 費 ２６２，４５０  －  ２６２，４５０  

災 害 復 旧 費 ８１３  －  ８１３  

公 債 費 １４６，０２６  －  １４６，０２６  

諸 支 出 金 １５９，４３２  －  １５９，４３２  

予 備 費 ２，０００  －  ２，０００  

計 １，２８２，４７９  ９，９６９  １，２９２，４４８  
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Ⅲ 令和４年度９月補正予算案の概要 

 

１ 基本的な考え方 

コロナ禍における原油価格・物価高騰等への対応として、低所得の子育て世帯への支援や飼料・

肥料高騰に直面する農業者への支援を行うほか、防犯対策の強化、社会資本の整備など、県政の課

題等へ対応するために必要な事業について計上するもの。 

 

２ 補正予算の規模 
（単位：百万円） 

区 分 
現計 

Ａ 

今回補正予算 

Ｂ 

補正後 計 

Ａ＋Ｂ 

一般会計 １，２９３，４０８ １１，７７５ １，３０５，１８３ 

特別会計 ４６４，０８１ ３４ ４６４，１１５ 

企業会計 １２５，４４２ － １２５，４４２ 

合 計 １，８８２，９３１ １１，８０９ １，８９４，７４０ 

・今回の補正予算に係る所要の一般財源については、前年度からの繰越金を充当した。 

 

＜参考＞ 新型コロナウイルス感染症対策予算の規模           （単位：百万円） 

区 分 
現計 

a 

今回補正予算 

b 

合計 

a＋b 

一般会計 １８６，６６５ ４，２３４ １９０，８９９ 

（注意）単位未満の四捨五入により、合計と各項目の足し上げが一致しない場合がある。 
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３ 主な事業                            （単位：百万円） 

注）事業名の後ろに ※ を付したものは新型コロナウイルス感染症対策予算  

（１）コロナ禍における原油価格・物価高騰等対策            ５，４１９ 

【茨城県立医療大学付属病院特別会計含み ５，４５３】 

① 生活者への支援                        ２，７１４ 

新 低所得の子育て世帯生活応援特別給付金事業 ※          ２，６９８ 

（低所得の子育て世帯に対する県独自の支援金の交付） 

新 学校給食等物価高騰対策事業 ※                    １６ 

（県立学校における給食等の食材高騰分に対する支援） 

 

② 事業者への支援                        １，５３３ 

新 飼料価格高騰緊急対策事業 ※                     ３２６ 

（配合飼料価格安定制度生産者積立金の増額分及び自給飼料の生産拡大のための取組に対する支援） 

新 資源循環型農業構造転換緊急対策事業 ※               １６９ 

（化学肥料を削減し、たい肥等の活用を図るために必要な機器整備等に対する支援） 

・ 儲かる産地支援事業 ※                       １５６ 

（省エネルギー・省施肥化等を図るための機器整備に対する支援） 

新 販売スタイル転換型農業チャレンジ事業 ※               ２４ 

（市場出荷・量産型経営スタイルからの脱却を図るための新たな販売方法の導入等に対する支援） 

・ 農産園芸共同利用施設整備事業                      １４ 

（県内小麦産地の生産基盤強化を図るための機器整備等に対する支援） 

新 体験型観光促進事業 ※                       １３２ 

（旅行割引支援事業と組み合わせた、体験観光チケットの配布等） 

・ いばらきエネルギーシフト促進事業                   ７１３ 

  （再生可能エネルギーの導入のための施設整備を行う事業者への支援） 

 

③ その他                            １，１７２ 

【茨城県立医療大学付属病院特別会計含み １，２０６】 

・ 県有施設電気料金等高騰対応関連事業               １，１７２ 

【茨城県立医療大学付属病院特別会計含み １，２０６】 

（電気料金等の高騰に対応した県有施設の光熱水費の補正） 
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（２）県政の課題等への対応                         ７１ 

新 防犯対策強化事業                            １６ 

（地域の防犯力強化のための運送事業者等と連携した監視強化キャンペーンの実施） 

新 観光施設民間活力導入検討事業                      ２２ 

（伊師浜国民休養地等の魅力向上に向けたマーケットサウンディング調査の実施） 

・ いばらきｅスポーツ産業創造プロジェクト事業               １０ 

（企業版ふるさと納税を活用した、高校生対象のｅスポーツ大会等の開催） 

新 スマート農畜産業促進関連事業                       ４ 

（スマート機械を導入する農業、畜産業者に対する支援） 

新 米平公共育成牧場災害復旧費                       １８ 

（６月の降雨で被災した米平公共育成牧場の法面崩壊箇所の復旧） 

新 児童福祉施設等災害復旧費                         １ 

（３月の福島県沖地震で被災した児童福祉施設の災害復旧に対する補助） 

 

（３）社会資本の整備                         ６，２８５ 

・ 国補公共事業                           ５，３５４ 

（国内示増に伴う幹線道路や防潮堤等の整備） 

・ 県単公共事業                             ９３１ 

（資材高騰及び緊急修繕箇所の追加に対応した増額補正） 

 

４ 繰越明許費 

           （単位：百万円） 

区 分 金 額 

一般会計 ３１，５０３ 

特別会計 ２，３８９ 

 

５ 債務負担行為 

・来年度の公共工事の平準化を図るもの １５件（ ４１．２億円 ） 
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６ 一般会計補正予算款別内訳（歳入） 

 

                                                 （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

(Ｂ) 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

県 税 ３９８，１１３  －  ３９８，１１３  

地 方 消 費 税 清 算 金 １３０，３２０  －  １３０，３２０  

地 方 譲 与 税 ５３，１６２  －  ５３，１６２  

地 方 特 例 交 付 金 ２，１００  －  ２，１００  

地 方 交 付 税 １９６，７３２  －  １９６，７３２  

交通安全対策特別交付金 ７５４  －  ７５４  

分 担 金 及 び 負 担 金 ８，３２０  △２０５  ８，１１５  

使 用 料 及 び 手 数 料 １６，１８１  －  １６，１８１  

国 庫 支 出 金 ２１７，０９６  ６，８５３  ２２３，９４９  

財 産 収 入 ２，３３８  －  ２，３３８  

寄 附 金 １０４  １０  １１４  

繰 入 金 ２３，１６０  －  ２３，１６０  

繰 越 金 ５，０００  １，５７６  ６，５７６  

諸 収 入 １４５，１６９  １２２  １４５，２９１  

県 債 ９４，８５９  ３，４１９  ９８，２７８  

計 １，２９３，４０８  １１，７７５  １，３０５，１８３  
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７ 一般会計補正予算款別内訳（歳出）         

 

                                           （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

（Ｂ） 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

議 会 費 １，７０４  －  １，７０４  

総 務 費 ３８，３０２  １５３  ３８，４５５  

企 画 開 発 費 １１，０５９  ５０  １１，１０９  

生 活 環 境 費 １６，１４２  ８９８  １７，０４０  

保 健 福 祉 費 ３０１，８６６  ２，８２７  ３０４，６９３  

労 働 費 ２，６４６  －  ２，６４６  

農 林 水 産 業 費 ４２，３０３  ７６６  ４３，０６９  

商 工 費 １５１，１５７  １７３  １５１，３３０  

土 木 費 ９５，１９２  ６，３６３  １０１，５５５  

警 察 費 ６２，３１６  －  ６２，３１６  

教 育 費 ２６２，４５０  ５２７  ２６２，９７７  

災 害 復 旧 費 ８１３  １８  ８３１  

公 債 費 １４６，０２６  －  １４６，０２６  

諸 支 出 金 １５９，４３２  －  １５９，４３２  

予 備 費 ２，０００  －  ２，０００  

計 １，２９３，４０８  １１，７７５  １，３０５，１８３  

  

 

 29 



Ⅵ 知事の専決処分 

   令和４年度上半期（令和４年４月１日から令和４年９月30日まで）における知事の

専決処分による補正予算の概要は次のとおり。 

 

 

（一般会計） 

 令和４年４月８日専決処分 

  補正の内容 

  (1)補正予算内訳 

   【歳入】                         補正額（百万円） 

     国庫支出金                        799 

     諸収入                          1   

        合  計                     800 

 

   【歳出】                         補正額（百万円） 

     商工費                         800   

        合  計                     800 

 

  (2)主な内容 

・営業時間短縮要請等関連事業者支援一時金 

（まん延防止等重点措置の適用に伴い売上が減少した事業者に一時金を支給する

にあたり、当面の必要な経費を計上するもの。） 

 

（一般会計） 

 令和４年７月27日専決処分 

  補正の内容 

  (1)補正予算内訳 

   【歳入】                         補正額（百万円） 

     国庫支出金                       960   

        合  計                     960 

 

   【歳出】                         補正額（百万円） 

     商工費                         960   

        合  計                     960 

 

  (2)主な内容 

・営業時間短縮要請等関連事業者支援一時金 

（まん延防止等重点措置の適用に伴い売上が減少した事業者に一時金を支給する

にあたり、予算額に不足が見込まれるもの。） 
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Ⅴ 令和 4年度予算上半期収入支出の状況について

１ 一 般 会 計 

一般会計の令和 4 年 9 月 30 日現在の款別歳入予算の収入状況と款別歳出予算の支出状況は、次表のとおりです。 

 

＜令和 4年度一般会計歳入予算額と収入状況＞ 

（令和 4 年 9 月 30 日現在） 

款      別 予 算 現 額 収 入 済 額 収  入  割  合 

1 県 税 
千円 千円 ％ 

398,113,404  233,519,164  58.7  

2 地 方 消 費 税 清 算 金 130,320,333  74,141,842  56.9  

3 地 方 譲 与 税 53,161,609  16,811,363  31.6  

4 地 方 特 例 交 付 金 2,100,000  2,025,575  96.5  

5 地 方 交 付 税 196,732,000  148,739,587  75.6  

6 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 754,000  342,501  45.4  

7 分 担 金 及 び 負 担 金 9,472,618  1,076,499  11.4  

8 使 用 料 及 び 手 数 料 16,180,656  6,458,527  39.9  

9 国 庫 支 出 金 307,002,917  37,220,533  12.1  

10 財 産 収 入 2,337,665  2,581,707  110.4  

11 寄 附 金 114,388  71,128  62.2  

12 繰 入 金 23,715,798  84,191  0.4  

13 繰 越 金 17,933,121  32,955,647  183.8  

14 諸 収 入 151,323,893  13,712,934  9.1  

15 県 債 141,961,200  39,609,700  27.9  

合      計 1,451,223,602  609,350,898  42.0 
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＜令和 4 年度一般会計歳出予算額と支出状況＞ 

（令和 4 年 9 月 30 日現在） 

款      別 予 算 現 額 支 出 済 額 支  出  割  合 

1 議 会 費 
千円 千円 ％ 

1,707,290  795,421  46.6  

2 総 務 費 39,120,931  17,224,079  44.0  

3 企 画 開 発 費 11,263,865  2,124,098  18.9  

4 生 活 環 境 費 19,035,285  2,527,134  13.3  

5 保 健 福 祉 費 306,501,273  85,294,660  27.8  

6 労 働 費 2,645,931  796,779  30.1  

7 農 林 水 産 業 費 56,858,291  14,039,587  24.7  

8 商 工 費 195,836,672  118,807,498  60.7  

9 土 木 費 177,752,898  37,309,244  21.0  

10 警 察 費 62,763,266  26,403,627  42.1  

11 教 育 費 268,775,512  109,405,117  40.7  

12 災 害 復 旧 費 1,669,822  61,434  3.7  

13 公 債 費 146,026,478  55,655,474  38.1  

14 諸 支 出 金 159,432,114  85,800,329  53.8  

15 予 備 費 1,833,974  － － 

合      計 1,451,223,602  556,244,481  38.3 
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２ 特 別 会 計 

特別会計の令和 4 年 9 月 30 日現在の予算額及び収入支出の状況は、次表のとおりです。それぞれの会計の性質

及び内容により、その執行状況も異なりますが、県は、事業の性質に応じて効率的に執行するよう努めています。 

 

＜令和 4年度特別会計予算額と収入支出の状況＞ 

（令和 4 年 9 月 30 日現在） 

会  計  別 予 算 現 額 

執   行   状   況 

収 入 済 額 収入割合 支 出 済 額 支出割合 

競 輪 事 業 
千円 千円 ％ 千円 ％ 

16,133,001  12,808,739  79.4  11,875,065  73.6  

公 債 管 理 174,577,400  57,058,555  32.7  65,793,177  37.7  

市 町 村 振 興 資 金 1,243,300  609,752  49.0  － － 

鹿 島 臨 海 工 業 地 帯 造 成 事 業 2,605,154  2,384,993  91.5  698,787  26.8  

県 立 医 療 大 学 付 属 病 院 3,248,726  1,039,059  32.0  1,337,327  41.2  

国 民 健 康 保 険 236,694,712  119,483,021  50.5  101,830,296  43.0  

母 子 ・ 父 子 ・ 寡 婦 福 祉 資 金 227,164  214,274  94.3  24,135  10.6  

中 小 企 業 事 業 資 金 2,297,785  354,005  15.4  218,666  9.5  

農 業 改 良 資 金 69,821  388,693  556.7  32,142  46.0  

林 業 ・ 木 材 産 業 改 善 資 金 91,343  156,988  171.9  3  0.0  

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 71,383  342,375  479.6  35  0.0  

公 共 用 地 先 行 取 得 事 業 － － － － － 

港 湾 事 業 9,321,038  1,711,656  18.4  2,217,188  23.8  

都市計画事業土地区画整理事業 20,398,142  16,034,383  78.6  11,920,090  58.4  

合       計 466,978,969  212,586,493  45.5  195,946,911  42.0  
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Ⅵ 県民の県税負担の状況について

県の財政は、県民の皆さんの直接・間接の負担によって賄われています。なかでも県税は、財政執行上極めて重要な

歳入であり、常に適正公平な賦課徴収に努力しています。 

令和３年度の決算額は 3,972億 8,875万円となっており、その県民の皆さんの負担状況は次表のとおりです。 

 

＜県 民 の 県 税 負 担 状 況＞ 

区 分 

税 目 
令和３年度決算額 1世帯当たり負担額 1人当たり負担額 

 千円 円 円 

直 接 税 275,719,201 229,868 97,070 

 う ち 県 民 税 124,226,860 103,568 43,736 

 うち自動車税(～R1.9) 

及 び 種 別 割 
51,819,813 43,202 18,244 

間 接 税 121,569,551 101,353 42,800 

 う ち 地 方 消 費 税 82,952,368 69,158 29,204 

計 397,288,752 331,221 139,871 

(注) 世帯数 1,199,466世帯、人口 2,840,403人（R4.4.1現在 統計課調べ） 

県民税には、森林湖沼環境税を含む。 
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Ⅶ 県債及び一時借入金について 

１ 県 債 現 在 高 

県では、県民福祉増進のための各種建設事業や災害復旧事業について、県債を発行し、事業の推進を図っています。 

令和 4年 9月 30日現在の県債現在高は、一般会計 2兆 2,083億 4,192万円、特別会計 1,216億 4,995万円です。 

 

＜県 債 現 在 高 表＞ 

（令和 4年 9月 30日現在） 

会  計  名 前期末現在高 

令和 4年 4月 1日から 

令和 4年 9月 30日まで 現 在 高 

借 入 額 償 還 額 

 千円 千円 千円 千円 

一 般 会 計 2,157,726,015 158,006,300 107,390,392 2,208,341,923 

特  別  会  計 132,213,838 1,346,900 11,910,791 121,649,947 

合 計 2,289,939,853 159,353,200 119,301,183 2,329,991,870 

  

２ 一 時 借 入 金 

一時借入金は，会計年度中に一時的に収支の不均衡を生じ，歳計現金が不足した場合に，その資金の不足を補うため

借り入れるものです。したがって，一時借入金は，その会計年度の歳入で返済することになります。 

令和４年度上半期の一時借入金状況は，次表のとおりです。 

 

＜一 時 借 入 金 状 況＞ 

 

 

借 入 先 
前 期 末 借 入 金 

現 在 高 

今 期 借 入 金 今 期 償 還 金 

未 償 還 額 

月 金 額 月 金 額 

 千円  千円  千円 千円 

－ － 

4 － 4 － － 

5 － 5 － － 

6 － 6 － － 

7 － 7 － － 

8 － 8 － － 

9 － 9 － － 

合   計 － － － 

    

令和４年４月１日から 

令和４年９月 30日まで 

 

 35 



Ⅷ 県有財産の状況について 

１ 公有財産現在高 

公有財産は、 次のように分類できます。 

 

 

 

 

 

 

 

これらの財産は、行政運営を円滑に行うための基礎となるものであり、その取得、管理及び処分について、県は、

条例や規則に基づき、適切な執行に努めています。 

令和 4年 9月 30日現在において、県が所有している公有財産の現在高及び令和４年度上半期における公有財産の主

な増減は、次表のとおりです。 

公有財産 

行政財産 

普通財産…… 行政財産以外の一切の財産で、県が一般私人と同じ立場で保有するもの 

公 用 財 産…… 

公共用財産…… 

県が事務又は事業を執行するため、自らが直接使用することを

目的とする財産（例えば庁舎、公舎、職員住宅） 

住民の共同利用に供することを目的とする財産 

（例えば学校、道路、図書館） 
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＜公有財産現在高表＞

 単位の 　 行　政　財　産 普　通　財　産 合計 前期末現在高 増減高
（令和４年３月３１日現在）

　 　 名  称 公用財産 公共用財産 計 （Ａ） (B） (A）－（B）

土 地 ㎡ 12,249,888.03 15,885,117.22 28,135,005.25 14,770,762.91 42,905,768.16 42,963,543.83 △ 57,775.67

建 物 ㎡ 711,181.06 3,000,333.58 3,711,514.64 63,822.35 3,775,336.99 3,790,932.05 △ 15,595.06

立　　　木 ｍ3 309,473.49 587.20 310,060.69 -            310,060.69 310,060.69 0.00

か こ い 等 ｍ 144,148.06 415,076.74 559,224.80 970,111.22 1,529,336.02 1,528,212.52 1,123.50

工 作 物 電 柱 類 本 266 142 408 2 410 410 0

門 、 浄 化 槽
個 18,206 21,512 39,718 4,540 44,258 44,252 6

照 明 装 置 等

船 舶 隻 2 3 5 -            5 5 0

航 空 機 機 1 -           1 -            1 1 0

地 上 権 等 ㎡ 7,596,529.28 6,336.03 7,602,865.31 18,648.80 7,621,514.11 7,621,514.11 0.00

特 許 権 等 件 -           -           -           101 101 102 △ 1

株券、その他の有価証券等 円 -           -           -           66,940,934,161 66,940,934,161 66,940,934,161 0

（令和４年９月30日現在）

区　　　　　　　　　分
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施設名 増減等数量 増減等事由

土地

（立地推進部） 1 宮の郷工業団地 △33,000.01㎡ 売却

2 茨城中央工業団地（笠間地区） △31,988.29㎡ 売却

3 やさしさのまち「桜の郷」整備事業用地 △10,416.10㎡ 売却

4 北公共埠頭用地 △6,596.00㎡ 売却

5 県帰属用地（造成替地） △3,948.00㎡ 売却

土地

（政策企画部） 1 県立カシマサッカースタジアム △3,744.47㎡ 交換

（総務部） 2 茨城県産学官共同研究施設関連用地等との交換財産 △3,244.65㎡ 売却

建物

（総務部） 1 茨城県産学官共同研究施設関連用地等との交換財産 △934.48㎡ 売却

（警察本部） 2 水戸警察署三の丸独身寮 △733.76㎡ とりこわし

・令和４年４月1日から令和４年９月30日までの主な増減状況

・土地3,000㎡以上の増減を抽出（土地改良財産は4,000㎡以上、報告漏れは除く）

・建物500㎡以上の増減を抽出（報告漏れは除く）

＜公有財産の主な増減等状況＞

区分

行
政
財
産

普
通
財
産
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２ 基 金 の 状 況 

基金は、特定の目的のために財産を維持し、基金を積み立て、又は定期の資金を運用するため設置するものです。 

令和４年度上半期における積み立て及び取崩しの状況は、次表のとおりです。県は、それぞれの基金について、法

律又は条例に定められた特定の目的に応じ、確実かつ効率的な運用に努めています。 
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基  金  名 前期末現在高 
今    期 

差引現在高 
積 立 額 取 崩 額 

 千円 千円 千円 千円 

茨 城 県 財 政 調 整 基 金 30,616,797 10,602,738 139,451 41,080,084 

茨 城 県 災 害 救 助 基 金 1,759,464 - - 1,759,464 

茨 城 県 美 術 資 料 取 得 基 金 900,000 - - 900,000 

茨 城 県 県 債 管 理 基 金 109,644,249 30,159,116 - 139,803,365 

  一 般 会 計 分 47,242,674 - - 47,242,674 

  
特 別 会 計 分 ※ 

【 公 債 管 理 特 別 会 計 】 
62,401,575 30,159,116 - 92,560,691 

茨城県発電用施設周辺地域振興基金 - - - - 

茨 城 県 発 電 用 施 設 周 辺 地 域 

企 業 立 地 資 金 貸 付 基 金 
48,366 9,360 - 57,726 

茨 城 県 環 境 保 全 基 金 94,016 577 - 94,593 

茨 城 県 緑 化 基 金 84,086 58,088 43,235 98,939 

茨 城 県 森 林 整 備 担 い 手 対 策 基 金 95,161 3,210 - 98,371 

茨 城 県 ふ る さ と 水 と 土 基 金 915,015 819 - 915,834 

特別電源所在県科学技術振興基金 - - - - 

茨 城 県 競 輪 事 業 基 金 

【 競 輪 事 業 特 別 会 計 】 
1,540,903 - - 1,540,903 

茨 城 県 原 子 力 安 全 等 推 進 基 金 192,399 - - 192,399 

茨 城 県 介 護 保 険 財 政 安 定 化 基 金 1,840,489 - - 1,840,489 

茨 城 県 放 射 線 利 用 試 験 

研 究 施 設 等 整 備 基 金 
- - - - 

茨 城 県 有 害 廃 棄 物 等 撤 去 基 金 81,698 20,361 - 102,059 

茨 城 県 後 期 高 齢 者 

医 療 財 政 安 定 化 基 金 
4,605,570 - - 4,605,570 

茨 城 県 森 林 湖 沼 環 境 基 金 288,679 49,435 - 338,114 

茨 城 県 健 や か こ ど も 基 金 1,130,833 26,515 - 1,157,348 

茨 城 県 高 等 学 校 等 奨 学 基 金 504,693 114,308 - 619,001 

茨 城 県 農 地 集 積 総 合 支 援 基 金 145,641 28,036 - 173,677 

令和 4年 4月 1日から 

令和 4年 9月 30日まで 
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茨 城 県 幡 谷 教 育 振 興 基 金 74,902 1 6,000 68,903 

茨城県地域医療介護総合確保基金 13,452,155 45 2,115,529 11,336,671 

茨城県公共施設長寿命化等推進基金 24,005,403 - - 24,005,403 

茨 城 県 文 化 振 興 基 金 2,923,362 2,434 - 2,925,796 

茨 城 県 が ん 対 策 基 金 3,001,475 40 - 3,001,515 

茨城県国民健康保険財政安定化基金 

【 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 】 
5,967,798 - - 5,967,798 

茨 城 県 医 療 提 供 体 制 確 保 基 金 2,600,779 2,890 9,340 2,594,329 

茨 城 県 企 業 立 地 促 進 基 金 20,897,680 84,656 - 20,982,336 

茨 城 県 就 職 支 援 基 金 47,019 - - 47,019 

茨 城 県 森 林 環 境 譲 与 税 基 金 105,270 372 - 105,642 

茨 城 県 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 

感 染 症 対 応 地 方 創 生 基 金 
2,251,352 - - 2,251,352 

茨 城 県 災 害 ボ ラ ン テ ィ ア 

活 動 支 援 基 金 
7,058 18,929 - 25,987 

茨 城 県 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 

産 業 拠 点 創 出 推 進 基 金 
20,000,000 - - 20,000,000 

合 計 249,822,312 41,181,930 2,313,555 288,690,687 

※ 満期一括償還県債の元金償還に充てるための積立て 
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